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北京の子供たちが新潟市で教育交流 

 

2019 年 1 月 27 日から 29 日にかけて、北京の小学生、中学生 13 人が新潟市を訪問。29

日には上所小学校を訪問し、同校児童とゲームをしたり、英語の授業に参加したり、一緒

に給食を食べるなどして国際交流を楽しみ

ました。 

 一行は北京市内にある日中青年文化交流

センターの事業として、当北京事務所並び

に今年度新潟への誘客に力を入れていただ

いている JTB 北京様、市観光・国際交流部、

市教育委員会が協働することで実現したも

ので、日中青年文化交流センターでは、今

後もこのような事業を継続したいというこ

とでした。（池田） 

 

湯沢町・十日町市、北京にてスキー観光説明会を実施 

 

湯沢町・十日町市が北京にて、2月 13 日（水）に旅行社を訪問、14日（木）にスキー観

光説明会を実施し、新潟市北京事務所職員が通訳としてお手伝いをさせていただきました。 

中国からの観光客を獲得する上で新潟に足りないもの、それは「知名度」です。私たち

新潟市北京事務所は中国での新潟の知名度ア

ップに力を尽くしていますが、まだまだ努力が

必要です。新潟と言えば「米」や「酒」ですが、

今中国に向けて発信する上での最上位コンテ

ンツは、もしかすると、中国で人気上昇中の「ス

キー」かもしれません。スキーの名所として、

新潟県湯沢町・十日町市の名が売れ、新潟全体

の知名度向上につながることが期待されます。 

スキーあり、温泉あり、美食ありの新潟県が、

北海道・長野県に次ぐスキー観光名所になる日

もそう遠くはなさそうです。（大泉） 

 

第５回新潟友好聯議会・懇親会を開催 

 

3 月 23 日（土）、第 5 回新潟友好聯議会総会・懇親会を開催しました。新潟友好聯誼会

は、新潟で留学や就労などで生活をした経験がある、新潟と縁のある中国の方々の会です。

新潟市北京事務所が中心となって 2014 年に設立しました。 
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現在、会員は清華大学の教授を務める楊健新潟友好聯議会会長をはじめ、医薬、機械、

建築、法律、教育など様々な業界で活躍している方々で構成されています。会員同士の交

流は、中国で主流のウイーチャットアプリを用いて行っています。新潟友好聯議会チャッ

トグループには、160 人以上のメンバーが参加し、常に新潟に関する経済や文化など様々な

分野で情報交換が行われています。今回は会員同士の繋がりをさらに強くするため、郊外

活動を行うなどの意見をまとめました。また、事務局からは新潟のファンをさらに多く招

くため、会員の皆さんに個人のモーメンツを用いて、友人や企業に様々な情報の発信やシ

ェアをしていただくよう引続き協力を要請しました。今後さらに多くの会員を集めて、聯

議会を通じ新潟を広くアピールしていきたいと考えています。（姜） 

 

中国レポート  No.71 ２０１９年３月 

 

中国では依然として、西暦の正月より旧暦の正月（春節）を重視する。この時期、人々

は「老家」（故郷）に帰り、一家団欒する。「民族大移動」とも呼ばれ、交通機関は１年

を通じて最も混雑する。近年、帰省するより、一家して海外旅行をする人が多くなった。

因みに今年の春節は、元日が西暦の２月５日だった。休みは１週間程度だが、ほとんどの

人が土日を利用し、９連休にする。人々が最も楽しみにしているのが、除夜から元日にか

けて行われる「中国中央電視台春節聯歓晩会」（春晩）。日本の紅白歌合戦と似ているが、

違うのは、歌だけでなく、踊り、京劇、コント、マジックなど演じられる。紅白に分かれ

るわけではなく、点数もつけない。国営テレビで全国生中継される。全国で７億人が観る

と言われる。 

 北京では、昔から春節と言えば餃子と爆竹だ。相変わらず春節に餃子は欠かせないが、

爆竹や花火は防災上危険で、大気汚染の原因にもなるという理由で、北京市中心部では禁

止となっている。 

 今年の春節は全国で延べ２９億９０００万人が交通機関を使って大移動した。政府発表

によると、自動車が２４億６０００万人、鉄道が４億１３００万人、民間航空が７３００

万人だったという。春節期間の海外旅行者は７００万人で、対前年比＋７％。人気渡航先

は、１位がタイ、２位が日本だった。続いてインドネシア、シンガポール、ベトナムで、

米国への旅行は大きく減った。日本への潜在的渡航希望者は多く、つい７，８年前までは、

日本は物価が高いので、富裕層しか行けなかったが、今では中産階級まで広がっている。 

西園寺 一晃先生の 
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 さて、中国は目下米国と激しい貿易摩擦の最中にあり、非常に苦しい状況に置かれてい

る。そんなわけで、今年の春節は、人々がどのような消費行動に出るか、政府も経済学者

も注目していた。フタを開けてみると、今年の春節消費は対前年比＋８．５％だった。観

光だけとると＋８．２％だ。さてこの数字をどう見るかだ。事実から言えば、２０１５年

以来、春節消費は年々二桁の伸びだったが、今年初めて１０％を切った。その意味では、

経済減速の影響が出たと言えるだろう。その一方で、これだけ米国の激しい経済的攻撃で

かなりのダメージを受けている中で、大変な健闘だという見方も成り立つ。 

 春節休みが終了し、落ち着きが戻った３月５日から１５日まで、全国人民代表大会（全

人代）が北京で開かれた。米中経済摩擦の最中でもあり、どのような経済政策が出される

のか、内外から大きな注目を集めた。この全人代の前に、中国政府は「２０１８年中国国

民経済社会発展統計公報」を発表した。幾つか重要な数値を挙げてみると（対前年比）、 

 ＧＤＰ伸び率 ＋６．６％、消費者物価上昇率 ２．１％、食糧生産高 －０．６％、

工業生産増加率 ＋６．１％、貨物輸送量 ＋７．１％、宅配業務伸び率 ＋２６．６％、

固定資産投資伸び率 ＋５．９％、貨物輸出入総額 ＋９．７％（輸出＋７．１％、輸入

＋１２．９％）、国民１人当たりの可処分所得 ＋６．５％、年末時の外貨準備は３兆０

７２７億ドルで －６７２億ドル。 

中国の対主要国・地域貿易統計を見ると： 

国・地域   輸出額（億元） 対前年比  輸入額（億元） 対前年比（％） 

世  界  １６４１７７   ＋７．１ １４０８７４   ＋１２．９ 

Ｅ  Ｕ   ２６９７４   ＋７．０  １８０６７   ＋ ９．２ 

米  国   ３１６０３   ＋８．６  １０１９５   － ２．３ 

ＡＳＥＡＮ  ２１０６６   ＋１１．３ １７７２２   ＋１１．０ 

日  本    ９７０９   ＋４．４  １１９０６   ＋ ６．２ 

韓  国    ７１７４   ＋３．１  １３４９５   ＋１２．３ 

香  港   １９９６６   ＋５．７    ５６４   ＋１３．８ 

台  湾    ３２１２   ＋７．９  １１７１４   ＋１１．０ 

ロシア     ３１６７   ＋９．１   ３９０９   ＋３９．４ 

インド     ５０５４   ＋９．５   １２４２   ＋１２．２ 

一帯一路沿線国４６４７８   ＋７．９  ３７１７９   ＋２０．９ 

 この貿易状況を見ると、米国にとっては大変皮肉な結果が浮かび上がる。もともとトラ

ンプは、米国の貿易赤字を憂慮し、貿易赤字を被っている国に対し、一方的に制裁追加関

税を掛ける手段に出た。特に米国にとって最大の貿易赤字国である中国を集中的に攻撃し

た。ところが、トランプの大型減税の効果などで、米国の消費が好調、結果的に輸入が増

え、米国の貿易赤字は対前年比＋１２％の６２１０億ドルになった。対中国は、＋１２％

の４１９２億ドルで、過去最高となってしまった。つまりいままでのところ、トランプの

貿易赤字対策、対中国制裁は全く効果を上げていないどころか、中国の対米輸出は８．６％

増加し、輸入は２．３％減るという逆の結果を生んでしまったのだ。 

 中国経済が減速している事は事実だ。かつて、「米国がくしゃみをすると、日本は風邪

をひく」と言われた。今は「中国がくしゃみをすると、多くの国が風邪をひく」状況とな

っている。中国経済の減速で需要が落ち込み、輸入が減少すると、中国との貿易額（特に

対中輸出）が多い国と地域は大きな困難に見舞われるのは当然だ。２０１８年の数字を見

ると、それほど悪いとは言えないが、２０１９年に入り、日本の対中輸出企業はほぼ軒並

み業績が下がりだした。対中輸出が多い韓国、台湾などの今後のダメージは今後大きくな

るだろう。アセアンも対中輸出にブレーキがかかりだした。つまりトランプの「中国叩き」

は、米国の同盟国を含む多くの国と地域にダメージを与えるのである。それはブーメラン
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【筆者プロフィール】 

西園寺 一晃（さいおんじ かずてる）氏  

１９４４年生まれ 
● 明治の元勲・公爵・首相・枢密院議長である西園

寺公望氏を曾祖父に持つ。 

● 西園寺公一（きんかず）氏（第一回参議院議員・日

中文化交流協会常任理事）の長男。 

● 北京大学経済学部卒業 

● 朝日新聞社に在籍中は，日中関係の調査研究室長な

どを歴任。退職後も中国問題の調査、研究にあたる。 

● 現在工学院大学客員教授，北京大学客員教授，伝媒

大学客員教授，北京城市大学客員教授 

現象となって、米国経済を襲う事になる。中国の多くの経済学者は、米中経済摩擦で、中

国が大きなダメージを受ける事は認めつつ、このバトルに「勝者はいない」、敗者は「中

国であり、米国であり、世界経済だ」と言う。２０１８年の米国経済は好調で、表面的に

見ると、米中経済摩擦では、中国が一方的に苦境に陥るような印象だ。しかし、上述の米

中貿易の数字は、米国の思惑通りにはいっていない事が分かる。それに２０１９年後半は、

米国経済にも悪影響が及び、大型減税の恩恵が消えることも相まって、米国は大きな試練

に見舞われるだろうと予測する。 

 米中経済摩擦は、短期的には日本やＥＵに利益をもたらすと言われた。それは、中国が

それまで米国から購入していた、主に

ハイテク関連製品などを、日本とＥＵ

にシフトすると思われたからである。

確かに中国は、日本をはじめとする周

辺諸国・地域やＥＵとの関係改善に乗

り出した。しかし、中長期的に見れば、

世界第１と第２の経済大国が、また貿

易額（輸出、輸入とも）第１と第２の

２国が激しい「経済消耗戦」を繰り広

げれば、計り知れないマイナス効果を

世界経済に与えることになるのは必至だ。米国内でも、景気に対する警戒感が出始めた。

景気好調の中で段階的な利上げに踏み切ってきた米国だが、ＦＲＢ（米国連邦準備理事会）

は３月２０日、２０１９年中の利上げを見送り、経済の見通しを「警戒」に転換する姿勢

を示した。 

 トランプがどう言おうと、世界はグローバル経済で成り立ち、サプライチェーン（部品

の調達、供給網）は多角的に広がり、複雑に絡み合って、広範囲に渡る分業で成り立って

いる。１人勝ち、１人負けはあり得ない。たとえ中小国であっても、経済危機が起きれば、

一気に世界経済を破壊する可能性がある。 

 さて中国の全人代だが、李克強首相の「政府活動報告」から見た幾つかの特徴を挙げる

と、先ずは激しい貿易摩擦の相手国である米国に対する「配慮」が滲み出ている。米国に

対する非難は全く無く、（米国などの外国と）「約束した事は真摯に履行」と述べている。

また外資の対中国投資環境を改善するための「外商投資法案」も提起された。これは外資

に技術移転などを強制することを禁じたもので、米国が強く求めていたものだ。次に、経

済の減速を緩和させ、成長を実現させるための、大型対企業減税などの対策を打ち出した

こと。減税幅は２兆元（約３２兆円）で、増値税（付加価値税）、公的年金保険料の企業

負担分などが引き下げられた。また大手国有銀行の対中小企業向け融資を対前年比３０％

増やすことなども提起された。これらの大型対策が功を奏すのかどうかは、中国経済だけ

でなく世界経済にとっても大きなことで、注目する必要がある。 

２０１９年の成長率目標については、さまざまな不確定要因がある中、６．０％－６．

５％と幅を持たせたものとなった。中国政府が最も重要視しているのは雇用である。雇用

は社会の安定度と直結している。社会の安定維持には最低でも１１００－１２００万人の

新規雇用が必要とされる。１％成長毎に２００万人の雇用が生まれると言われる。その意

味で、６．０％成長は絶対確保しなければならないのである。 

さて、経済の減速は人々に心理的なマイナス影響を与えているが、まだ懐を直撃という

レベルまでは至っていない。北京は非常に静かであり、デパートやレストランは賑わって

いる。この状態が続くのか、はたまた今は「嵐の前の静けさ」なのか。それは米中関係と

中国の経済対策の成否にかかっている。（止） 
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劇場でスナイパー？ 

 

知人の誘いで鑑賞した舞台公演。暗闇の会場の中で緑色の小さな光が、いくつかの観客

のスマホを照らすのを見ました。スパイ映画のワンシーンのようでしたが、狙撃手の正体

はレーザーポインターを手に場内を見まわるスタッフで、そのターゲットは公演の様子を

スマホの写真や動画に収めようとする観客たちに注意を促すためのものでした。こうした

公演会場ではカメラやビデオ撮影は原則禁止のようですが、それでも取ろうと試みる人が

多いのです。光線の標的となったお客はみなレーザー光線の出所を見やり、その意図を察

すると、きまり悪そうにスマホをしまいます。その様子がなんとも面白く、舞台上の演技

そっちのけで客席を乱舞する緑色の光線を目で追ってしまいました。日本では未経験のこ

とでした。しかし、それにしても凄腕です。（新潟市北京事務所長 池田比呂哉） 

 

 

 

■■お知らせ■■ 
 新潟市の中小企業、団体等が北京市内で経済活動を行うに当たり、様々な支援を行っています。

お気軽にお問い合せください。 

新潟市北京事務所代表メールアドレス bjniigata@niigata-ipc.or.jp 

北京事務所長コラム 


